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研究要旨 
薬剤耐性菌が世界中に拡⼤し問題となっているなかで、わが国は 2016 年 4 ⽉に「薬剤耐性

（AMR）対策アクションプラン」を発表した。本研究の前⾝である厚⽣労働⾏政推進調査事
業費研究「薬剤耐性（AMR）アクションプランの実⾏に関する研究」では薬剤耐性（AMR）
対策アクションプランに必要なサーベイランス、教育⼿法、医療経済的影響について検討し
た。⼀定の知⾒を得て⾏政施策に反映させることができたが、地域における AMR 対策の推進
等未解決の課題がある。これらを解決し AMR）アクションプランを更に推進することが本研
究の⽬的である。 

医療関連感染（HAI）サーベイランスに関する研究では、J-SIPHE に蓄積されたデータを解
析して院内感染対策および抗菌薬適正使⽤⽀援の状況を評価した。⾼齢者施設の医療関連感
染症および抗菌薬使⽤の調査にて現状を確認し、抗菌薬適正使⽤の基礎調査を⾏った。JANIS
およびレセプトデータを活⽤し、薬剤耐性菌の疾病負荷を推定した。さらに、レセプトデータ
と薬剤耐性菌のデータを結合し、より詳細な疾病負荷の指標を算出する準備を開始した。 

抗菌薬使⽤量サーベイランスに関する研究では、抗菌薬販売量や NDB を利⽤した AMU モ
ニタリングにより, 抗菌薬適正使⽤⽀援を進めるべき対象がわかってきた. また, 様々な領域
における抗菌薬使⽤に関する問題点が明確化した. ⼀⽅, 販売量と NDB それぞれのデータの
使⽤において, 両者ともに, ⻑所, 短所があるため, 特性を⾒極めて今後もサーベイランスを
継続し, 適正使⽤⽀援へ活⽤することが重要である。 

抗微⽣物薬適正使⽤サーベイランスに関する研究では本研究により, 抗菌薬適正使⽤⽀援
として取り組むべき対象や課題がより明らかとなった. 今後も引き続き研究を⾏い, 実際の
介⼊や⽀援につなげていく必要がある。 

AMR 対策の教育啓発に関する研究では、⽇本の薬剤耐性対策の取り組みは始まって数年で
あるが、その成果が現れるには数年かかると⾒込まれる。2018 年から開始した⼀般市⺠の
AMR に関する 4 回の意識調査（2017 年は柳原班で実施）、診療所に勤務する医師の抗菌薬適
正使⽤に関与する因⼦の検討については継続して分析し、今後は医療従事者、⼀般市⺠それ
ぞれ対象別のアプローチを検討し、意識や⾏動変容を促していく必要があることを⽰した。 

AMR の医療経済的評価に関する研究では院内感染対策の実態調査、⼤規模データによる分
析を検討し、経済的負担、AMR 対策･院内感染対策の要改善領域を明らかにした。また、AMR
対策上重要な広域抗菌薬の適正使⽤を評価する指標の開発のため、まず肺炎⼊院患者におけ
る標準化広域抗菌薬使⽤割合を⽤いた O/E ⽐を可視化した。抗微⽣物薬適正使⽤サーベイラ
ンスに関する研究では、抗菌薬使⽤状況の⽐較では施設間に⼤きな差を認め，必ずしも薬剤
耐性状況および耐性菌の分⼦疫学解析結果と抗菌薬使⽤状況の間に相関が期待できる結果で
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はなかったことと、地域中核医療機関の薬剤耐性菌サーベイランスは診療所のアンチバイオ
グラムとして活⽤可能と考えられるが，抗菌薬使⽤状況データは関連が乏しい可能性がある
ことを⽰した．地域での AMR 対策の推進モデルの確⽴のための研究では、AMR 対策に地域
差が出る要因として①歴史的経緯から実施主体にばらつきがあること、②⾏政が加わること
により継続した活動が維持できること、③新興感染症でできたネットワークを⽣かす地域が
多く、他部⾨の連携には AMR 以外の感染症対策も同時に扱う必要があることが⾒えてきた。 
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A. 研究⽬的 
薬剤耐性菌が世界中に拡⼤し問題

となっているなかで、わが国は
2016 年 4 ⽉に「薬剤耐性（AMR）
対策アクションプラン」を発表し
た。本アクションプランでは 1 普
及啓発・教育、2 動向調査・監
視、3 感染予防・管理、4 抗微⽣
物剤の適正使⽤、5 研究開発・創
薬、6 国際協⼒主要 6 分野で⽬標
を掲げて活動を推進していく。アク
ションプランでは現時点では各領域
に於いてエビデンスの不⾜している
部分を挙げ、これに対する研究開発
もその達成すべき項⽬に掲げてい
る。 

本研究の前⾝である厚⽣労働⾏政
推進調査事業費研究「薬剤耐性
（AMR）アクションプランの実⾏
に関する研究」では薬剤耐性
（AMR）対策アクションプランに
必要なサーベイランス、教育⼿法、
医療経済的影響について検討した。
これによる⼀定の知⾒を得て⾏政施
策に反映させることができたが、地
域における AMR 対策の推進等未解
決の課題がある。よってそれらの課
題を解決し AMR）アクションプラ
ンを更に推進することが本研究の⽬
的である。 

B. 研究⽅法 
1. 医療関連感染（HAI）サーベイランス

に関する研究 
① 【J-SIPHE 関連研究】 薬剤耐性

(AMR)対策に関するサーベイラ
ンスプラットフォーム（Japan 
Surveillance for Infection 
Prevention and Healthcare 
Epidemiology（J-SIPHE））を⽤い
て、a)⾎液培養⾄適検体提出率の
算出、b)カルバペネム系抗菌薬に
対する抗菌薬適正使⽤と相関す
る取り組みの検討、c)⼿指消毒剤
「使⽤量」と「払い出し量」の関
連、d)COVID-19 前後の抗菌薬
使⽤量の時系列解析を⾏った。 

② 【ワンヘルス関連研究】都道府県
の 診 療 所 薬 剤 耐 性 菌 情 報 と
JANIS 外来耐性菌情報に⽐較な
ど、地域医療での AMR 対策情報
の精度管理 を⾏い、薬 剤耐性
（AMR）ワンヘルスプラットフ
ォーム）へ反映する。 

③ 【⾼齢者施設の実態調査】療養病
床を有する医療機関に対して点
有病率調査を⾏い、記述統計を実
施する。 

④  【JANIS 関連研究】JANIS デー
タを⽤いて、主要な薬剤耐性菌の
菌 ⾎ 症 に よ る 死 亡 数 お よ び
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DALYs を評価する。また、肺炎
球菌におけるサーベイランスに
適した MIC の検討を⾏う。 

⑤ 【レセプトデータ関連研究】⼊院
レセプト情報および JANIS デー
タを取得し、メチシリン耐性⻩⾊
ブドウ球菌の⼊院期間および費
⽤を検討する。 

⑥  
2. 抗菌薬使⽤量（AMU）サーベイラン

スに関する研究 
① 【⽇本国内の抗菌薬販売量に関

する調査（2016-2020 年）】IQVIA 
社のデータを⽤いて, 2016 年か
ら 2020 年までの⽇本の抗菌薬販
売量を投与経路別・AWaRe 分類
別に算出し, SARIMA モデルで
の 2020 年の予測値との⽐較検討
を⾏った． 

② 【セファゾリン供給制限による
他の抗菌薬への影響の調査研究】
2019 年に⽣じたセファゾリン供
給制限による⽋品問題がもたら
した他の抗菌薬の販売量変化を
観察し, 2013 年から 2018 年の注
射薬販売量データから予測され
る 2019 年の推移と, 2019 年の実
際の推移の差を解析した. 

③ 【注射⽤抗菌薬と⾼齢化・⼈⼝構
造変化に関する研究】匿名レセプ
ト情報・匿名特定健診等情報デー
タベース (NDB) を⽤いて, 年

齢三区分別 (15 歳未満, 15-64 歳, 
65 歳以上) の注射抗菌薬の使⽤
量を解析した. また予測⼈⼝を
⽤いて, 今後⼈⼝構造変化によ
り DDDs がどのように推移する
か予測を⾏った. 

④ 【抗菌薬マスタに関するデータ
ベース開発の研究】厚⽣労働省の
薬価基準収載品⽬リスト, 社会
保険診療報酬⽀払基⾦の医薬品
マ ス タ , WHO Collaborating 
Centre for Drug Statistics and 
Methodology の ATC/DDD 情報, 
⼀般財団法⼈ 医療情報システム
開発センターの HOT コードマ
スタ, ⽇本化学療法学会の抗菌
化 学 療 法 ⽤ 語 集 , WHO の
AWaRe 分 類 リ ス ト に つ い て , 
Postgre SQL を使⽤したデータ
ベースを作成した． 

⑤ 全国・都道府県別 AMU サーベイ
ランス、J-SIPHE による医療機関
の AMU サーベイランスの実⾏：
AMRCRC で⾏われているサー
ベイランスに関して必要時に関
与した。 

⑥ 販売量に基づく抗 MRSA 薬およ
び抗緑膿菌作⽤薬の使⽤動向：販
売量データを⽤いて抗 MRSA 薬
および抗緑膿菌作⽤薬の使⽤動
向を 2006 年から 2015 年まで評
価した。評価に使⽤した指標は
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DID （ DDDs/1,000 
inhabitants/day）とし、販売量を
⼒価換算で求め、⼈⼝で補正した。
対象期間における対象薬剤の適
正使⽤に関して、各種ガイドライ
ンの発刊、診療報酬制度などの制
定状況や⽂献的考察を⾏った。 

⑦ NDB オープンデータに基づく
CDI 治療薬および抗菌薬含有外
⽤薬の使⽤動向：NDB オープン
データを⽤いて CDI 治療薬およ
び抗菌薬含有外⽤薬の使⽤動向
を評価した。評価に使⽤した指標
は PID （ patients/1,000 
inhabitants/day）あるいは製剤数、
成分量とした。対象期間における
対象薬剤の適正使⽤に関して、各
種ガイドラインの発刊、診療報酬
制度などの制定状況や⽂献的考
察を⾏った。 

⑧ 保険請求情 報利⽤時に おける
AMU の最適な指標の探索：NDB
を利⽤し、抗 MRSA 薬の AMU
を⽤いて NDB といった保険請
求情報を利⽤する場合における
最適な指標を探索した。なお、評
価 に 使 ⽤ し た 指 標 は DID
（DDDs/1,000 inhabitants/day）、
DOTID （ DOTs/1,000 
inhabitants/day ） 、 PID
（ patients/1,000 
inhabitants/day）とした。各抗

MRSA 薬に対して、PID に対す
る DID および DOTID の相関を
調査した。さらに、PID を⽤いて
各都道府県の⽐率を求め、全国値
との乖離状況を評価した。 

 
3. 抗微⽣物薬適正使⽤（AMS）サーベイ

ランスに関する研究 
① 【診療所レベルでの抗菌薬適正

使⽤フィードバックシステム構
築に向けての調査研究】2019 年
4 ⽉ 1 ⽇〜2020 年 3 ⽉ 31 ⽇の
期間に, 調査研究協⼒の得られ
た 6 つの診療所（内科・⼩児科, 
⼩児科, ⽿⿐咽喉科, 各 2 施設）
を受診した患者のレセプトチェ
ック⽤ UKE ファイルのデータを
抽出し, 「抗微⽣物薬適正使⽤の
⼿引き」に掲げられている気道感
染症と下痢症の傷病名を対象と
して抗菌薬使⽤状況を分析した. 
（倫理⾯への配慮）本研究につい
ては国⽴国際医療研究センター
の倫理委員 会にて承認 を得た 
(NCGM-G-004150-00). 

② 【急性感染性下痢症の⽇本の疫
学と抗菌薬使⽤量の調査研究】⽇
本医療データセンター (JMDC) 
の⽇本全国の健康保険組合, 医
療機関から提供されるレセプト
等をデータソースとしたリアル
ワールドデータベースを⽤いて, 
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2013 年 1 ⽉から 2018 年 12 ⽉ま
での間に急性感染性下痢症で受
診した外来患者の疫学と抗菌薬
使⽤状況について調査した. 

③  【J-SIPHE 利⽤施設を対象とし
たアンケート調査】J-SIPHE(感
染対策連携共通プラットフォー
ム)参加施設を対象に, AMU（抗
菌薬使⽤）集計に関する無記名の
Web 調 査 を 実 施 し た ( 期
間:2021/12/13-2022/1/14). 

④ 【⻭科外来における抗菌薬処⽅
の実態を明らかにするアンケー
ト調査】⻭科医師会に協⼒を依頼
し, ⻭科医師を対象として, 抗
菌薬の選択や処⽅, 適正使⽤へ
の意識に関するアンケート調査
を実施した.  

4. AMR 対策の教育啓発に関する研究 
① 抗菌薬適正使⽤に関与する因⼦

の検討抗菌薬に関する意識の

差に関するアンケート調査：

抗菌薬の捉え⽅や受療⾏動

に関する調査を⾏った。 

② 看護師の薬剤耐性・抗菌薬適正使
⽤に関する意識についてのアン
ケート調査：看護師の薬剤耐性と
抗菌薬の適正使⽤に関する知識・

意識や⾏動現状を把握し、ひいて
は看護師（准看護師を含む）の今
後の教育啓発活動の参考とする
ため、アンケート調査を実施した。 

③ 地域での取り組み事例の情報収
集と提⽰：AMR 対策に関連した
地域連携や優良事例を積極的に
収集、公開した。 

 
5. AMR の医療経済的評価に関する研究 

① 【 COVID-19 の 医 療 へ の 臨 床
⾯･経済⾯インパクト評価】京都
⼤学⼤学院医学研究科医学経済
学 分 野 の Quality 
Indicator/Improvement 
Project(QIP)に参加している病
院 の DPC デ ー タ を ⽤ い て 、
COVID-19 ま ん 延 の 初 期 、
COVID-19 の予定⼿術の症例数、
急性冠症候群、⼼不全、脳梗塞、
⼩児感染症、市中肺炎、⼩児ぜん
息⼊院、アルコール性肝疾患・膵
炎、への影響を分析した。また、
COVID-19 のまん延が経⽪的冠
動脈インターベンション（PCI）
に及ぼす中期的な影響について
分 析 し た 。 さ ら に 、 ⽇ 本 の
COVID-19 対策と韓国、台湾の
対策の⽐較を⾏った。 

② 【広域抗菌薬の適正使⽤評価指
標の開発】厚⽣労働省研究班の
DPC データベースより、肺炎で



8 
 

⼊院した症例を抽出し、個⼈レベ
ルのリスク因⼦を説明変数、⼊院
中の広域抗菌薬の使⽤を⽬的変
数とする予測するモデルを開発
した。モデルは病院間の差を考慮
し、マルチレベルモデルを⽤いた。
開発したモデルの予測結果から、
病院単位の広域抗菌薬の使⽤割
合（個⼈レベルのリスクのみを含
むシングルレベルモデルにより
予測された広域抗菌薬使⽤確率
の合計）と、予測された使⽤割合
（マルチレベルモデルにより予
測された広域抗菌薬使⽤確率の
合計）の⽐（O/E ⽐）を算出した。 

③ 【2019 年のセファゾリン供給不
⾜の病院への影響の評価】2016
年 4 ⽉から 2020 年 12 ⽉に退院
した⼊院症例の DPC データを解
析した。セファゾリン供給低下期
間は 2019 年 3 ⽉から 11 ⽉とし、
2019 年 3 ⽉から 11 ⽉のセファ
ゾリン DOT（days of therapy）
が 2018 年 3 ⽉から 11 ⽉より低
下している病院をセファゾリン
供給低下あり病院と定義した。セ
ファゾリン供給低下あり病院と
なし病院で ⽉単位の各 抗菌薬
DOT を controlled interrupted 
time series（CITS）分析を⽤いて
解析した。 

④ 【在宅診療における抗菌薬使⽤

の実態】某県の 2018〜2019 年度
の国⺠健康保険・後期⾼齢者医療
制度レセプトデータを⽤い、抗菌
薬処⽅回数を内服/静注、在宅/そ
れ以外に分けて集計した。 

⑤ 【国際的な専⾨家チームによる
抗菌薬使⽤の最適化研究の優先
事項の提案】G7 参加国のメンバ
ーで構成された専⾨家チームに
より 1995 年からの⽂献のレビュ
ー、重要な分野の同定を⾏い、15
か国の 32 ステークホルダーの意
⾒を聴取した。その結果を専⾨家
チームが議論、検証した。  

 

6. 地域レベルでの薬剤耐性と抗菌薬使
⽤状況の関係に関する研究 
① 薬剤耐性菌 の分⼦疫学 解析：

2020 年に広島県内の 15 医療機
関から収集した基質特異性拡張
型 β ラクタマーゼ産⽣菌（ESBL
産⽣菌）計 1,502 株を対象に，分
⼦疫学解析を⾏った．また広島県
内の 2 次医療圏毎にデータを⽐
較した。 

② 薬剤使⽤状況の調査：広島県内の
主要医療機関から得られた薬剤
使⽤データを基に，AUD，DOT
で抗菌薬の系統毎にまとめ，使⽤
年齢や経年変化を分析した．医療
機関ごとの抗菌薬使⽤状況の違
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いが，薬剤感受性に影響を及ぼす
ものかの評価を⾏うことを⽬的
とした． 

7. 地域での AMR 対策の推進モデルの
確⽴のための研究 
① 地域ネットワークが構築されて

いる地域から多様性を加味し抽
出。全国１0 都道府県の取り組み
についてインタビューを⾏った。 

② オンライン形式 30 分から 90 分
ほどの直接インタビューを⾏っ
た。調査項⽬に設⽴の経緯、メン
バー構成、活動内容、資⾦、問題
点、新型コロナウイルス感染症後
の変化、他地域に展開する際のポ
イントを含めた。 
 

C. 研究結果 
1. 医療関連感染（HAI）サーベイランス

に関する研究 
① a)陽性率と検体提出率の関係か

ら 、 ⾄ 適 検 体 提 出 率 は
45/1,000patient-days 程 度 と 算
出した。b)カルバペネム系抗菌薬
に対する ASP 介⼊において、事
前承認制を実施している施設が
0.7 DOT/100patient-days と、最
も低く抑えられていた。c)⼿指衛
⽣消毒剤使⽤量と払い出し量は、
多くの施設で相関していた。d) 
COVID-19 前後の抗菌薬使⽤量
の傾向の変化は認めなかった。 

② 【ワンヘルス関連研究】診療所情
報と JANIS 外来情報の⼤腸菌薬
剤耐性率は差異があり、病院外来
が診療所よりも⾼かった。また、
⼀部地域では⼤きな乖離を認め
た。 

③ 【⾼齢者施設の実態調査】80 医
療機関より有効回答を得た（回収
率 7.8%）。療養病床における総在
院患者 6,729 ⼈の うち、抗菌薬
使⽤者は 9.4%であった。抗菌薬
使⽤者の年齢の中央値は 87.0 歳、
男性が 49.5%、その⽬的は治療
が 92.4%、予防が 7.6%で、主な
感染巣は肺炎が 36.4%、尿路感染
症 が 24.4%であった。尿培養検
査から検出された⼤腸菌の 42%、
クレブシエラ属の 38%が ESBL 
産⽣菌であ った。肺炎 患者の
29.3%に第 3 世代セファロスポ
リン系抗菌薬、14.1%にカルバ 
ペネム系抗菌薬、尿路感染症患者
の 24.1%にフルオロキノロン系、
19.5%に第 3 世代セファ ロスポ
リン系抗菌薬、7.5%にカルバペ
ネム系抗菌薬が使⽤されていた。 

④ 【JANIS 関連研究】メチシリン耐
性⻩⾊ブドウ球菌およびフルオ
ロキノロン耐性⼤腸菌感染症に
次いで、第３世代セファロスポリ
ン耐性肺炎桿菌の頻度が⾼い事
を明らかにした。ペニシリン耐性



10 
 

肺炎球菌において、髄膜炎⽤の
MIC を使⽤することで、経年的
な薬剤耐性の推移を評価するこ
とが可能であった。 

⑤ 【レセプトデータ関連研究】今年
度は、当院単施設で検討を⾏い、
メチシリン感性⻩⾊ブドウ球菌
では感染後⼊院期間の中央値 38
（IQR:25-62.5）⽇、1 ⽇当たり
費 ⽤ 455.6 (IQR 359.2-701.7) 
USD であり、メチシリン耐性⻩
⾊ブドウ球菌では感染後⼊院期
間の中央値 45（IQR:24-63）⽇、
費 ⽤ 528.9 (IQR 374.9-647.4) 
USD と、⼊院期間および費⽤は、
有意差は認めなかった 

 
2. 抗菌薬使⽤量（AMU）サーベイラン

スに関する研究 
① 【⽇本国内の抗菌薬販売量に関

する調査（2016-2020 年）】抗菌
薬販売量は, 2020 年 10.6 DID で
あり, 2016 年からの 4 年間に⽐
べ 1 年を通して全体的に減少し
ていた. 内服薬・注射薬ともに
Access, Watch いずれも予測値に
⽐べて低値であり, COVID-19
流⾏の影響が考えられた.. 

② 【セファゾリン供給制限による
他の抗菌薬への影響の調査研究】
セファゾリン代替抗菌薬, ⾮推
奨代替抗菌薬が予測 DID を上回

って増加していたが, 抗菌薬全
体の販売量は, 予測 DID と実際
の DID の間に⼤きな差はみられ
なかった. 販売量に対する販売
額には⼤きな変化はなく, セフ
ァゾリン供給制限の経済的な影
響は明らかではなかった. 

③ 【注射⽤抗菌薬と⾼齢化に関す
る研究】⼩児, ⽣産年齢, ⾼齢者
それぞれの群での DID の変化率 
(2013-2017 年 ) は -11.88%, -
2.76%, -2.08%であり，全年齢で
の変化率は+3.16%であった. そ
れぞれの年齢群の DDDs と⼈⼝
変化をみると, ⼩児, ⽣産年齢
では DDDs, ⼈⼝とも減少傾向
なのに対し, ⾼齢者では DDDs, 
⼈⼝とも増加傾向であった.  

④ 【抗菌薬マスタに関するデータ
ベース開発の研究】これまでは抗
菌薬製剤が⼀意となるようなコ
ー ド が 存 在 し な か っ た が , 
Postgre SQL を⽤いて, 各製剤が
⼀意となるようなコードを新た
に作成した. マスタ更新のたび
に更新前のマスタとの差分を確
認することでエラーを防ぎ, 更
新のたびにデータを記録するこ
とでエラーが起きても修正でき
るように⼯夫した. 収載項⽬は，
HOT コード, YJ コード, レセプ
ト電算コード, 告⽰名称, ⼀般
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名称, 販売名称, 略語, 規格単位, 
⼒価, 剤形, ATC コード, ATC 分
類名, AWaRe 分類名, DDD(最
新), DDD（2017 年時点）, JDDD, 
販売会社, 製造会社, 後発品フ
ラグ, 更新年⽉⽇とした. 

⑤ 全国・都道府県別サーベイランス、
J-SIPHE による AMU サーベイ
ランスの実⾏：特に⼤きな問題を
認めることなく、各サーベイラン
スは実⾏されている。 

⑥ 販売量に基づく抗 MRSA 薬およ
び抗緑膿菌薬の使⽤動向：2006
年から 2015 年にかけて抗 MRSA
薬は微増し、VCM が期間を通じ
て最も多く使⽤されていた。⼀⽅、
DAP が販売された後、その使⽤
割合は増加し、LZD においては、
経⼝薬の占める⽐率が増加して
いた。また、後発医薬品の使⽤は
経年的に使⽤⽐率が⾼くなって
いたが、ABK、TEIC は使⽤⾃体
が減少していた。2006 年から
2015 年にかけて抗緑膿菌作⽤薬
は増加し、その後、使⽤は頭打ち
になっていた。また、その使⽤の
約 9 割が調査期間を通じて経⼝
キノロン系薬が占めていた。⼀⽅、
カルバペネム系薬に経年的な増
加は認めず、メロペネムやドリペ
ネムの使⽤⽐率が増加していた。
また、抗緑膿菌作⽤を有する第 3、

第 4 セファロスポリン系薬は期
間を通じて減少し、ピペラシリ
ン・タゾバクタムが増加した。 

⑦ NDB オープンデータに基づく
CDI 治療薬および抗菌薬含有外
⽤薬の 使⽤ 動向：013 年から
2016 年における CDI 治療薬の
使⽤動向を保険請求別情報に基
づいて調査した。その結果、経⼝
メトロニダゾールの⼤部分は外
来で使⽤されていることが明ら
かとなった。また、⼊院患者への
使⽤は、販売量で以前明らかにし
た経⼝と同等であった。外⽤抗菌
薬の使⽤動向を調査した結果、
2017 年における⽪膚科で処⽅さ
れた外⽤抗菌薬は 58,396,530 剤
であった。そのうち、ベタメタゾ
ン／ゲンタマイシン、ゲンタマイ 
シンの占める割合はそれぞれ、
50.5%、16.7%であった。⼀⽅、
成分量に占めるゲンタマイシン
の割合は 7.8%であった。抗菌薬
含有点眼剤は、24,655,653 剤で，
キノロン系の割合が 95.9％であ
った。 

⑧ 保険請求情 報利⽤時に おける
AMU の最適な指標の探索：各抗
MRSA 薬の患者数に基づいた指
標（PID）は、従来⽤いられてき
た指標である使⽤量に基づいた
指標（DID）および投与⽇数に基
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づいた指標（DOTID）と良好に
相関することが明らかとなった。
しかし、抗 MRSA 薬によっては
回帰直線が同⼀にならなかった。
各都道府県における MRSA の分
離率と本研究で新たに作成した
指標である PID は相関した。⼀
⽅、回帰直線から乖離する都道府
県も認められた。また、各都道府
県における抗 MRSA 薬の使⽤割
合は、都道府県間で異なり、全国
値とも異なっていた。 

3. 抗微⽣物薬適正使⽤（AMS）サーベイ
ランスに関する研究 
① 【急性気道感染症に対する処⽅

のうち, 抗菌薬の割合は, 内科・
⼩児科が 23.1％と 25.3％, ⼩児
科が 14.4％と 5.8％, ⽿⿐咽喉科
が 21.5％と 45.2％と,  同じ診療
科間でも異なっており, 診療科
ごとにサーベイランスを⾏う重
要性が⽰唆された.  

② 【急性感染性下痢症の⽇本の疫
学と抗菌薬使⽤量の調査研究】急
性感染性下痢症への抗菌薬処⽅
率は, ⾮細菌性下痢症に限ると, 
⼩児では 20-40％, 成⼈では 30-
50%だった. 成⼈男性への処⽅
率が最も⾼かった. 処⽅の種類
は, ⼩児ではホスホマイシンが
最多, 成⼈ではキノロンが最多
で, 続いてホスホマイシンの処

⽅が多かった. 
③ 【J-SIPHE 利⽤施設を対象とし

たアンケート調査】対象の 247 施
設 の う ち , J-SIPHE に参 加 後 , 
64.4% (159/247) で AMU 集計
時間が減少した.. 

④ 【⻭科外来における抗菌薬処⽅
の実態を明らかにするアンケー
ト調査】⻭科処置後, 感染予防の
抗菌薬として第 3 世代セファロ
スポリンが最も多く使⽤されて
いた. また, 投与のタイミング
は処置後 3 ⽇間が最も多く, ⻭
科感染症予防に関するガイドラ
インが遵守されていないことが
⽰唆された..  
 

4. AMR 対策の教育啓発に関する研究 
① 抗菌薬に関する意識の差に関す

るアンケート調査：直近の 1 年間
に病院やクリニック（⻭科を含む）
を６回以上受診したと回答した
のは、男性 22.6％、⼥性 36.1％
であり⼥性の⽅が多かった。受診
時に抗菌薬を処⽅されたと回答
したのは、男性 38.6％、⼥性
38.4％であった。抗菌薬を処⽅さ
れた理由がかぜと回答したのは
男性 40.2％、⼥性 24.3％であっ
た。病院やクリニックで抗菌薬の
処⽅を希望したことがあるのは
男性 22.2％、⼥性 18.3％であっ
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た。かぜをひいた時にすぐに受診
するのは男性 11.6％、⼥性 8.4％、
体調が悪い時はがまんせずに薬
を飲んだ⽅がよいと思うのは男
性 31.2％、⼥性 39.8％であった。 

② 看護師の薬剤耐性・抗菌薬適正使
⽤に関する意識についてのアン
ケート調査：看護師からの回答数
が少なかったため、現在も回収中
である。 

③ 地域での取り組み事例の情報収
集と提⽰：以下の４事例を「事例
紹介シリーズ」として啓発ウェブ
サイトに掲載した：1）卒後初期
の感染症診療・教育による抗菌薬
適正使⽤の実践・啓発の 10 年に
及ぶ取り組み―佐賀⼤学医学部
附 属 病 院 感 染 制 御 部 の 活 動
（2021 年 4 ⽉取材、2021 年 6 ⽉
掲 載 ） 
https://amr.ncgm.go.jp/case-
study/015.html、2）感染制御ネッ
トワークによる地域医療圏の耐
性菌を減らすための多⾯的アプ
ローチー⻘森県感染対策協議会
AICON （ Aomori Infection 
Control Network）の活動（2021
年７⽉取材、2021 年９⽉掲載）
https://amr.ncgm.go.jp/case-
study/016.html、 3）One Health
の視点から獣医療における AMR
対策の普及啓発に取り組むー動

物 ⽤ 抗 菌 剤 研 究 会 の 取 組 み
（2021 年 9 ⽉取材、2021 年 12
⽉ 掲 載 ）
https://amr.ncgm.go.jp/case-
study/017.html、 4）Stop AMR
〜今ある抗菌薬を⼤切に使いな
がら、新しい薬を⽣み出すための
仕組みを作る〜―⽇本製薬⼯業
協会の取り組み（2021 年 12 ⽉取
材 、 2022 年 ３ ⽉ 掲 載 ）
https://amr.ncgm.go.jp/case-
study/018.html  

  
5. AMR の医療経済的評価に関する研究 

① 【 COVID-19 の 医 療 へ の 臨 床
⾯･経済⾯インパクト評価】多施
設 DPC データを⽤いて COVID-
19 の医療への影響を多⾓的に分
析した。COVID-19 まん延が⻑
引いており、その中期的な影響は
まん延の初期とは異なっていた。
まん延の初期から予定⼿術など
は⼤きく減少したが、緊急⼿術の
減少は⼤きくなかった。特に、
PCI（経⽪的冠動脈インターベー
ション）においては予定 PCI の
減少傾向は COVID-19 流⾏開始
から約 1 年間続いていた。 

② 【広域抗菌薬の適正使⽤評価指
標の開発】広域抗菌薬の適正使⽤
評価指標の開発のため、多施設
DPC データを⽤いて患者レベル
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のリスク因⼦を調整し、広域抗菌
薬使⽤有無を予測するモデルを
作成した。病院間の差を反映する
ため、マルチレベルモデルを活⽤
し、マルチレベルモデルから予測
された広域抗菌薬の使⽤確率の
病院別の合計を分⺟、個⼈レベル
の変数のみを⽤いたシングルレ
ベルモデルから予測された使⽤
確率の病院別の合計を分⼦とし、
病院ごとの O/E ⽐を算出した。
O/E ⽐ は 病 院 に よ っ て 2.58 
(95% CI: 2.44-2.73) か ら 0.14 
(95% CI: 0.10-0.21)までばらつ
いており、本研究の⼿法により算
出した O/E ⽐は広域抗菌薬の適
正使⽤評価指標としての活⽤可
能性が⽰唆された。 

③ 【2019 年のセファゾリン供給
不⾜の病院への影響の評価】⼊
院症例にお けるセファ ゾリン
days of treatment（DOT）は供給
低下期間に統計的に有意に減少
した (-35.3%, 95%CI: -44.4 to -
24.8、図８)。⼀⽅で、内服、注射
薬の使⽤割合に⼤きな変化はな
かった。また、第 2 世代セファロ
スポリン注射薬の DOT(20.3%, 
95%CI: 13.0 to 28.2、図９)、第
3,4 世代セファロスポリン注射薬
の DOT（4.1%, 95%CI: 3.2 to 4.9、
図１０)については、統計的に有

意な増加を認めた。β ラクタマ
ーゼ阻害薬を含むペニシリン系
注射薬、クリンダマイシン注射薬、
カルバペネム注射薬、キノロン注
射薬、バンコマイシン注射薬はい
ずれも統計的に有意な変化を認
めなかった。 

④ 【在宅診療における抗菌薬使
⽤の実態】某県の国⺠健康保険・
後期⾼齢者医療制度レセプトデ
ータを⽤いて在宅医療と在宅医
療以外における抗菌薬の実態を
⽐較した。2018〜2019 年度のデ
ータを分析した結果、在宅医療で
は在宅医療以外より、注射は第 3
世代セファロスポリン、内服はキ
ノロンの使⽤が多い傾向があっ
た。在宅医療では投与回数の少な
い広域抗菌薬が使われやすく、こ
れらの抗菌薬が頻⽤されている
ことが⽰唆された。 

⑤ 【国際的な専⾨家チームによる
抗菌薬使⽤の最適化研究の優先
事項の提案】抗菌薬使⽤の最適化
のため、国際的な専⾨家チームに
よるエビデンスのレビューを通
じ、今後の研究の優先順位として
政策と戦略計画、薬剤管理と処⽅
システム、処⽅を最適化する技術、
コンテキスト・⽂化・⾏動の四領
域が同定された。 
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6. 地域レベルでの薬剤耐性と抗菌薬使
⽤状況の関係に関する研究 
① ESBL 産⽣菌の分⼦疫学解析結

果：広島県内を市内，⻄部，東部，
北部，呉の 5 地域に分類し，分⼦
疫学解析結果を⽐較した．CTX-
M 型 の 分 類 で は 全 地 域 と も
CTX-M9 グループが主流で，10
から 20％程度 CTX-M1 グルー
プが占めていた．CTX-M2 グル
ープは⻄部及び呉地区で数％程
度検出されていたものの，県内全
体ではごくわずかで，CTX-M 型
の分類⽅法で地域間の差はわず
かであった．次に ESBL ⼤腸菌の
sequence type を検討した．世界
的に拡⼤傾向の強い ST131 型の
検出割合を各地域で⽐較したが，
いずれの医療機関・地域において
も検出頻度は 60％から 80％程度
で顕著な差を認めなかった。  

② 薬剤使⽤状況の調査：感染防⽌対
策加算１を算定している医療機
関のカルバペネム系薬の AUD
と DOT を⽐較した．AUD は
4.74 から 35.95 と⼤きな差を認
め，DOT も 6.70 から 52.58 で
あった．この使⽤状況の幅の⼤き
さは感染防⽌対策加算２を算定
している医療機関でも同様であ
った．患者の年齢層では⼀部の医
療機関で 65 歳以上でのみ AUD

や DOT の⾼値を呈していた．ま
た経年的には医療機関全体では
変化を認めなかった． 

7. 地域での AMR 対策の推進モデルの
確⽴のための研究 

１）対象：北海道、秋⽥、⽯巻、静
岡、三重、広島、和歌⼭、⾼知、佐賀、
沖縄中部の 10 地域からインタビュー
を⾏った。２）⽴ち上げ経緯、構成：
耐性菌アウトブレイクや 2009 年イン
フルエンザなど⼤規模な感染症の問
題発⽣が契機となるパターン、既存の
会議体からの発展パターンが主であ
った。運営の中⼼として、⼤学、保健
所、有志団体、基幹病院、NPO 法⼈、
複合型など様々な形式がある。構成団
体は病院、医師会、⾏政、看護師、薬
剤師、検査技師を含むところが多い。
介護施設、畜産領域、⻭科医師会を巻
きこめている地域が少ない。３）活動
内容：定期的な会議や研修会を主体と
している地域がほとんどであった。メ
ーリングリストや相談窓⼝を設置し
ている地域も多い。抗菌薬処⽅量のサ
ーベイランス、微⽣物サーベイランス
を⾏っている地域もあるが、現時点で
は J-SIPHE などの利⽤に切り替わっ
ている。⾏政が⼊っている地域では感
染対策⽀援も⾏われていた。対象疾患
は抗菌薬適正使⽤や耐性菌のみを対
象とする地域は少なく、医療関連感染
対策、新興感染症、動物媒介感染症な
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ども対象とする地域が多い。４）予算：
定期的な資⾦確保が⾏われている地
域は半数程度である。資⾦としては会
費徴収、⾏政からのサポートが主であ
った。⼤学や病院の持ち出しとなって
いる地域も多い。５）活動開始および
継続のポイント：地域ネットワークが
構築には活動の中⼼となるキーパー
ソンが必要となるという意⾒が多い。
中⼼メンバーの退職や移動に伴い活
動停滞が⾒られた。新型コロナウイル
ス感染症により多くの地域で AMR
活動が休⽌している。この影響は病院、
有志団体が中⼼となっている地域で
顕著であった。６）分析評価：静岡、
⽯巻では抗菌薬使⽤量の減少ととも
に薬剤感受性率の回復が確認されて
いる。７）そのほか：各地域が独⾃の
やり⽅や知⼈のアドバイスなど⼿探
り状態でネットワークを作っている
のが現状である。他地域の情報を共有
する場が必要である。 

 
D. 考察 

医療関連感染（HAI）サーベイランス
に関する研究 

J-SIPHE に蓄積されたデータを解
析して院内感染対策および抗菌薬適
正使⽤⽀援の状況を評価した。⾼齢者
施設の医療関連感染症および抗菌薬
使⽤の調査にて現状を確認し、抗菌薬
適正使⽤の基礎調査を⾏った。JANIS

およびレセプトデータを活⽤し、薬剤
耐性菌の疾病負荷を推定した。さらに、
レセプトデータと薬剤耐性菌のデー
タを結合し、より詳細な疾病負荷の指
標を算出する準備を開始した。 

2. 抗菌薬使⽤量（AMU）サーベイラン
スに関する研究 

抗菌薬使⽤量サーベイランスに関
する研究では抗菌薬販売量や NDB
を利⽤した AMU モニタリングによ
り, 適正使⽤を進めるべき対象がわ
かってきた. また, 様々な領域にお
ける抗菌薬使⽤に関する問題点が明
確化した. ⼀⽅, 販売量と NDB それ
ぞれのデータの使⽤において, 両者
ともに, ⻑所, 短所があるため, 特性
を⾒極めて今後もサーベイランスを
⾏うことが重要である.  

現在、抗菌薬全体の AMU の動向は
全 国 あ る い は 都 道 府 県 別 に
AMRCRC により報告されている。し
かし、抗菌薬は使⽤⽬的に応じて使い
分けられ、時に特定の抗菌薬の選択圧
により、その耐性菌が問題となる。そ
のため、本研究では、抗緑膿菌作⽤薬、
抗 MRSA 薬、CDI 治療薬ならびに抗
菌薬含有外⽤薬の使⽤動向を明らか
にした。抗緑膿菌作⽤薬は、⼀般的に
広域抗菌薬と呼ばれ、耐性緑膿菌や耐
性腸内細菌科細菌などを出現させな
いため、濫⽤を避ける必要がある。本
研究により、抗緑膿菌作⽤薬の使⽤は、



17 
 

増加したものの、⼀定に保たれており、
濫⽤が避けられていることが⽰唆さ
れた。また、その⼤半は経⼝キノロン
系薬であり、外来における適正使⽤を
推進させる必要がある。また、注射薬
の広域抗菌薬は⽇本全体の DID に⽐
べて低値であり、⽇本全体の選択圧か
ら考えると影響は少ないことが考え
られるが、その使⽤機会は主に医療機
関であるため、医療機関における適正
使⽤を推進させる必要性が考えられ
る。抗 MRSA 薬では、その使⽤は微
増であり、感染対策や適正使⽤が推進
されていることが考えられる。また、
使⽤割合をみても、ダプトマイシンや
リネゾリドといった使⽤割合が増加
し、リネゾリドにおいては経⼝薬の使
⽤割合が増加しているため、医療機関
におけるガイドラインに遵守した使
⽤が推進されていることが推察され
た。 

これまで、全⾝使⽤⽬的で使⽤され
る経⼝薬、注射薬における AMU は把
握してきたが、外⽤薬にも抗菌薬は含
有され、使⽤されている。そこで、抗
菌薬含有外⽤薬においても調査した。
その結果、⽪膚科⽤外⽤薬では、その
ほとんどがゲンタマイシン含有外⽤
薬が使⽤されていた。⼀⽅、外⽤薬全
体の成分量に占めるゲンタマイシン
の成分量は 7.8%と⾮常に少なく、低
濃度のゲンタマイシン製剤が広く使

⽤されていることが明らかとなった。
また、点眼薬の⼤部分はキノロン系薬
であり、これらの抗菌薬に対する耐性
菌には注視する必要性が考えられた。 

AMU の指標には、これまで DID や
DOTID といった使⽤量や投与⽇数
を⽤いられてきた。しかし、抗菌薬は
感染症や患者背景に応じて⽤法⽤量
や投与⽇数が変わるため、選択圧の評
価には⽋点を有している。そこで、患
者個別に投与⽅法を変更する代表的
な抗 MRSA 薬を対象として、患者数
を⽤いた新たな指標、PID を考案し、
従来の DID と DOTID と⽐較した。
PID は、DID や DOTID と相関する
ことが⽰されたことから、代替指標と
なり得ることが考えられる。PID は
患者数を算出するだけで求められる
ことから簡便であり、保険請求情報利
⽤時には有⽤な指標である。実際に、
各抗 MRSA 薬における PID と DID、
DOTID との相関を⾒てみると⽤量
調節の必要なものは、回帰直線が⼀致
せず、ふようなものは⼀致した。即ち、
PID は DID や DOTID の⽋点を補う
可能性がある。⼀⽅、PID は、各都道
府県における MRSA の分離率と弱い
相関を⽰した。しかし、なかには、回
帰直線から外れる都道府県も存在し、
必要な患者へ投与が⾏われていない、
不必要な患者へ過剰に投与している
などといった状況を確認すべきであ
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ることが考えられる。患者数に対して
耐性菌の分離患者数と紐付けること
で、適正使⽤の質の評価に活⽤できる
可能性が推察された。 

 
3. 抗微⽣物薬適正使⽤（AMS）サーベイ

ランスに関する研究 
本研究により, 抗菌薬適正使⽤⽀援

として取り組むべき対象や課題がより
明らかとなった. 今後も引き続き研究
を⾏い, 実際の介⼊や⽀援につなげて
いく必要がある. 

 
4. AMR 対策の教育啓発に関する研究 

⽇本の薬剤耐性対策の取り組みは始
まって数年であるが、その成果が現れ
るには数年かかると⾒込まれる。医療
従事者、⼀般市⺠それぞれ対象別に普
及・啓発活動を広げ、継続し、意識の変
容を促していく必要がある。 

 
5. AMR の医療経済的評価に関する研究 

 多 施 設 の DPC デ ー タ を ⽤ い 、
COVID-19 の病院医療への影響の分析、
病院レベルの AMR リスクの評価指標
の開発、セファゾリン供給低下の影響の
分析を⾏った。さらに、⾃治体の国⺠健
康保険・後期⾼齢者医療制度レセプトデ
ータを⽤いて在宅医療における抗菌薬
使⽤の現状について分析を⾏った。
COVID-19 のまん延の⻑期化に従い、
AMR 対策の推進にも影響があると考え

られ、その実態のモニタリング、タイム
リーな分析に DPC データ、レセプトデ
ータなどの医療管理データの活⽤が期
待される。 
 

6. 抗微⽣物薬適正使⽤サーベイランス
に関する研究 

地域の中核医療機関からの薬剤耐
性菌収集と分⼦疫学解析，各施設の抗
菌薬使⽤状況把握は，経⼝抗菌薬適正
使⽤のツールとして⼗分でないもの
の，⽬に⾒える薬剤感受性情報にとど
まらない⽔⾯下の変化を明らかにす
る上で重要と考える。 

 
地域での AMR 対策の推進モデルの
確⽴のための研究 

地域ネットワークは地域の特性や
ニーズによって活動内容や形態が⼤
きく異なる。本研究は全国で地域ネッ
トワークを構築できている団体にイ
ンタビューを⾏い、アンケート調査で
は拾いきれない実態や問題点を把握
することにあった。研究の結果、他地
域に広げるために必要なポイントが
いくつか⾒えてきた。①抗菌薬適正使
⽤や耐性菌のみでは他部⾨を巻き込
んでいくのは難しい。特に畜産・⽔産
業においては AMR 活動の重要性が
実感できにくく協⼒が得にくい。⿃イ
ンフルエンザや豚熱、⼈畜共通感染症
など幅広い感染症を対象とするとネ
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ットワーク構築がしやすい。既存の会
議体やネットワークをうまく⽣かす
ことが求められる。②軌道に乗せるた
めには⼤学や中核となる病院など臨
床⾯からの⼒が必要となる。⼀⽅、継
続性や畜産領域や介護領域など多⽅
⾯に公平に活動を広げるためには保
健所や県庁などの⼒が必要となる。③
新型コロナウイルスやキーパーソン
の退職の影響で活動が休⽌しやすい
ことが全国的な問題である。④他地域
の活動や問題点などの情報が伝わっ
ておらず各地域が独⾃に進めている
現状が⾒えてきた。 

 
E. 結論 

本研究では AMR が社会に与える
負荷をサーベイランスを⾏って明ら
かにしながら、AMR 対策に実効性を
持たせるための教育啓発の⼿法につ
いて研究を⾏ってきた。病院につい
てはサーベイランスの基盤ができた
ため、今後はそのデータの分析活⽤
を⾏い、同時に対象を地域に広げて
いくことが必要である。また薬剤耐
性や抗菌薬に関する⼀般国⺠の意識
の変化には⻑い時間を要するため、
今後学校教育を含め普及・啓発活動
を広げていくことで、意識の変容を
促していく必要がある。院内感染対
策の経済的負担、院内感染対策の要
改善領域を明らかにされたため、今

後情報提供による介⼊効果が期待さ
れる。既存ネットワークを⽣かした
活動、臨床と⾏政の良さを⽣かした
連携、新型コロナウイルス感染症を
含む AMR 以外の感染症対策との調
和が必要となる。 
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